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国名
国立大学工学部情報化対応人材育成機能強化プロジェクト

ラオス

Ⅰ 案件概要

事業の背景

ラオス政府は、政府機関や民間セクターにおける近代化システムで用いられる、国際的な標準技術に
適応した情報技術（IT）スキルをもつ人材を供給できる教育体制を整備する必要に迫られていた。ラオ
ス国立大学（NUOL）は 1996 年に設立され、国内唯一の大学（当時）であった。工学部は全体の 4 分の
1 の学生数を擁する最大の学部であったが、2001 年、2002 年の卒業生のうち、IT 分野に関連する電子・
電気学科において学士号を取得した人数はわずか 50 名であった。ラオスにおいて効率的に IT 分野の人
材育成を図るためには、短期間かつ効率的に学士号レベルの人材を育成する体制を整備する必要があっ
た。実際に、1999 年から 2001 年に、工学部のディプロマ教官 12 名がタイ国キングモンクット工科大学
ラカバン校（KMITL）の学士課程を履修し、学士号を取得することを目的とした「ラオス国立大学工学
部ディプロマ教官学士取得プログラム」が JICA 支援により実施された。本事業は、このプログラムの後
続案件として、工学部自身が学士取得コースを設立できるようになることをめざして実施された。

事業の目的

本事業では、IT分野の学士課程コース（ITブリッジコース）のカリキュラム開発、設備・資機材の調
達及び管理能力向上、講師の訓練、指導教材の開発、学事運営の適切な実施、講師の調査研究能力強化
により、工学部によるIT分野の学士課程コース運営の実現（プロジェクト目標）を図り、もって政府や
工業部門の人材ニーズを補完するための情報化人材の有効な輩出（上位目標）をめざした。これを踏ま
え、本事業の計画では、以下の目標が設定された。
1.上位目標：工学部が情報化人材を有効に輩出し、政府や工業部門の人材ニーズを補完することができる
ようになる。
2.プロジェクト目標：工学部が IT 分野の学士課程コースを運営できるようになる。

実施内容

1. 事業サイト：ビエンチャン
2. 主な活動：（1）NUOL の IT ブリッジコースのカリキュラム作成、（2）同コースの設備及び機材の運

営管理システム改善、（3）同コースに必要な設備及び機材の調達、（4）IT 学科講師の選定及び訓練、
（5）IT 専門用語集及び指導教材/教科書の作成、（6）同コース運営（学生の選定、海外及び現地講師
の招聘、学生の登録、オリエンテーション、学習活動のモニタリング、学生の研修旅行の開催など）、
（7）IT 関連部門の講師の調査研究能力強化（講師に対する研究方法論の研修、IT 関連分野における
他大学との学術交流及び国際的合同研究活動の促進）など

3. 投入実績

日本側
(1) 専門家派遣 141 人（日本：31 人、タイ：110 人）
(2) 研修員受入 5 人
(3) 第三国研修（タイ） 77 人
(4) 資機材供与
(5) ローカルコスト負担

相手国側1

(1) カウンターパート配置 27 人
(2) 土地・施設など提供 研究室や設備に必

要な安全の確保、専門家用オフィス、コ
ンピュータ用教室とクラスルーム

(3) ローカルコスト負担

事前評価年 2002 年 協力期間
2003 年 4 月～2008 年 3 月

（うち延長期間：2006 年 4 月～2008 年 3 月）
協力金額 341 百万円

相手国実施機関 ラオス国立大学（NUOL）工学部（FE）
日本側協力機関 東海大学、明治大学

Ⅱ 評価結果

【事後評価に際しての留意点】
プロジェクト目標指標の一つが、目標達成度合いを正しく検証するには一般的すぎたため、本事業の報告書に基づき補完情報
を用いた。また、プロジェクト目標指標及び上位目標指標のうち学生数や卒業生数に関連したものについて、協力期間が延長
されたことに伴い目標値を見直した。

1 妥当性

【事前・事業完了時のラオス政府の開発政策との整合性】
本事業は、事前評価時及び事業完了時において、「第5次5カ年国家社会経済開発計画（NSEDP）（2001年～2005年）」「我が
国（ラオス）における工業化および近代化実施政策（2003年1月）」「第6次NSEDP（2006年～2010年）」に掲げられた「IT分
野の人材育成」というラオスの開発政策に合致している。
【事前・事業完了時のラオスにおける開発ニーズとの整合性】
本事業は、生産性及び効率性の向上並びに資源の最適利用のためにIT分野の人材を育成し、ラオスの国家経済発展を促すとい
う開発ニーズに合致している。事後評価時にアンケート調査を行った政府及び民間の関連組織10組織によれば、IT分野の人材
育成は事業完了時にも継続して重要であった。
【事前評価時における日本の援助方針との整合性】
本事業は、「ODA国別データブック（2002年）」に掲げられた「高等教育支援及び公共企業、民間企業、金融部門における人
材育成」などに合致している。
【評価判断】以上より、本事業の妥当性は高い。

                                           
1 情報不足により、当初協力期間における投入実績のみを記載。



2 有効性・インパクト

【本事業のプロジェクト目標の事業完了時点における達成状況】
プロジェクト目標は事業完了までに概ね達成されたといえる。講師の指導能力向上のための訓練が継続的に行われ、四つの

調査研究活動から六つの論文が第1回情報通信技術合同国際会議（JICT）において発表され、すべてのコース運営事務がラオ
ス人職員により自立的かつ十分に行われ、ITブリッジコースの大部分の教科に必要な教材が作成された。よって、工学部だけ
でIT分野の学士課程コースを概ね運営できるようになったといえる（指標1）。ITブリッジコースの卒業生総数は98名に達し、
卒業合格率は平均して約90%であり、目標値（卒業生72名、卒業合格率80%）を上回った（指標2）。情報が限られているもの
の、少なくとも9名のNUOL職員が同コースを卒業し、全員が学生の指導にあたるためにNUOLに在籍していた（指標3）。また、
受講生・卒業生に対する質問票調査結果によれば、大多数が同コースは効果的であったと回答した（指標4）。
【本事業の効果の事後評価時点における継続状況】

事業効果は部分的に継続している。講師の訓練は引き続き実施されているが、同訓練のための資金はドナーにより提供され、
訓練は外部専門家により実施されている。2008年から2011年まで、工学部職員の多くが留学したため、人員・機材・資金の不
足により調査研究が全く行われなかった。機材については、いくつかの調査研究では特殊な機材やソフトウェア使用許諾が必
要となったが、工学部ではそのような機材を使用することができなかった。しかし、2012年以降は、毎年一つまたは二つの調
査研究が行われている。工学部によれば、すべてのコース運営事務がラオス人職員により自立的かつ十分に行われており、2008
年に設立され、12名の職員が在籍するIT課がコース運営、調査研究活動及びコースに関するすべての活動を管轄している。本
事業で作成された教材はITの基礎を教えるために引き続き活用されている。また、工学部は講師が担当する教科の教材内容を
必要に応じて追加・更新できるように必要な予算を配分している。事業完了から事後評価時までのITブリッジコースの卒業生
数は計326名であり、卒業合格率は平均して約90%である。同コースを卒業した9名のNUOL職員のうち、2名は他の仕事に就い
たため、工学部を退職した。受講生・卒業生・関連組織（政府機関など）からの同コースの評価は高い。
【本事業の上位目標の事後評価時点における達成状況】

上位目標については、事後評価時までに概ね達成された。ITブリッジコースの卒業生総数は424名に達し、卒業合格率は平均
して約90%であり、目標値（卒業生408名、卒業合格率80%）を上回った。また、IT学士正規コース（ITブリッジコースに基づ
き、毎年さらに48名の卒業生を輩出することを目的として2006年に設立されたIT学科の新しいカリキュラム）の卒業生総数は
321名に達し、卒業合格率は平均して約90%であり、目標値（卒業生288名、卒業合格率80%）を上回った（指標1）。事後評価
のための調査では、ITブリッジコースの卒業生の多くが同コースで習得したITスキルや知識を職場で活用していることや（指
標2）、多くの関連組織や政府機関が同コースや卒業生のITスキルを高く評価していることが（指標3）明らかとなった。
【評価判断】本事業では講師訓練フレームワークやITブリッジコースの運営・管理フレームワークを確立し、調査研究活動か
らいくつかの成果を生み出し、必要な教材を作成し、卒業後に学生の指導にあたるために同コースに在籍している卒業生も含
め、十分な数の卒業生を輩出することができた。同コースは受講生、卒業生、関連組織や政府機関などから高く評価された。
事業完了後4年間は調査研究が行われなかったが、2012年以降は少なくとも毎年一つまたは二つの調査研究が行われている。
教材は定期的に改訂（見直し）されていないものの、必要に応じて情報が追加されている。上位目標の達成度は、工学部が政
府や工業部門の人材ニーズを補完すべく効果的にIT人材を輩出できるようになったことから、事後評価時において概ね高いと
いえる。以上より、本事業の有効性・インパクトは高い。

3 効率性

本事業は、協力金額は計画を大幅に上回り（計画比227%）、協力期間も講師の指導能力と調査研究能力を向上させ、ITブリ
ッジコースの運営システムを強化するために延長する必要があったため、計画を大幅に上回った（計画比167%）。以上より、
効率性は低い。

その一方で、第三国専門家/研修（タイのモンクット王工科大学ラカバン校（KMITL）の協力による2）と日本の大学への事
業実施の一部の委託を組み合わせたことは、第三国専門家/研修がラオス人カウンターパートにとってコミュニケーションの壁
がほぼない状態で日常の技術移転を行い、日本人専門家がより高度な技術の移転を行うという意味において、適切な投入であ
ったことが、終了時評価時に確認されている。

4 持続性
【政策・制度面】

第7次NSEDP（2011年～2015年）には、省庁内に情報通信技術部門（ICT）が設立される必要があること、優先度の高い省庁
においてICT研修を実施し、他の省庁にも徐々に展開していくこと、ICTの発展と活用を支える法的枠組みを整備する必要があ
ることが記されている。したがって、IT教育の重要性はラオスの開発政策において支持されている。
【体制面】

事後評価時において、工学部には計300名、IT学科には計34名の職員が在籍している。この34名はIT学科長1名、副IT学科長2
名、教科別課長4名（IT課、コンピュータ課、学生管理課、LIBIC（ラオスITビジネス起業支援センター）、工学部で修士課程
を履修している8名及び海外で博士号を履修している6名を含む27名の講師から成る。ITブリッジコースには12名の職員が割り
当てられている。この12名はIT課に所属しており、同コースに配属されている職員は、事務職員の定員数不足により、学生の
指導だけでなくコース運営事務も行っている。同コースに配属されている現在の職員数は割り当てどおりであるもののすべて
のコース運営業務を行うには十分でないため、工学部では教材を定期的に改訂できず、本事業で作成した教材や外部専門家が
作成した教材を使用し続けている。一方、工学部はNUOLから独立し、2017年には「ラオス工科大学」として設立され、職員
数も合計1,160名（教員800名、事務職員160名、補助職員200名）に増員される計画である。
【技術面】

ITブリッジコース職員の指導能力及び研究能力は十分であるが（「有効性・インパクト」参照）、工学部では予算不足によ
り調査研究活動に問題を抱えている。工学部によれば、毎学期の開始前に同コースの職員に対し、本事業で調達した設備や機
材の維持管理にかかる研修を実施しており、本事業で確立された設備や機材の管理システムは現在も活用されているとのこと
である。すべての機材在庫リストは毎学期の終了後に工学部内のキャンパス課がチェックしており、実験室の使用規則、機材
の管理規則、機材の貸し出し手続きやフォーマットは管理課が管理している。しかし、本事業で調達した機材の多くは故障し
ており、特にパソコンは製品寿命が7年よりも短いことから、何台かは修理され使用されているが、その他は新しいものに置

                                           
2 KMITL は日本/JICA と 50 年以上の協力関係にあり、同校の専門家は日本の技術協力を理解していたことが、本事業における円滑な技術移

転に貢献した。



き換えられている。ズーム式マイクロスコープやホットプレート（加熱実験用機器）などは現在も活用されている。
【財務面】

IT学科設立以来、コース運営は少なくとも独自の収入により賄われてきた。収入は登録料、授業料、証明書料などである。
2014年度のこれらの収入合計は3億1,879万キープであり、人件費、設備・機材の維持管理費及び研修費計1億3,800万キープを
賄った。しかし工学部によれば、収入は調査研究活動費及びその他活動費などをすべて賄うのに十分ではない。例えば、同コ
ースのカリキュラムがラオス社会にとって有益であるかを確認するために定期的に実施されることとなっていたIT業界のニー
ズ調査は、予算不足により実施されていない。工学部によれば、アジア開発銀行（ADB）から財務支援が行われており、数年
前にはプービア・マイニング社のような国内民間企業が会社の宣伝目的で機材を寄贈したほか、卒業生から機材が寄贈される
こともあるとのことである。
【評価判断】以上より、実施機関の体制面、技術面、財務面にいくつかの問題があり、本事業によって発現した効果の持続性
は中程度である。

5 総合評価

本事業は、プロジェクト目標と上位目標を概ね達成した。IT ブリッジコース及び IT 学士正規コースからは十分な数の卒業
生が輩出されている。しかし、持続性については、IT ブリッジコースの職員の数や技術レベル及びコース収入が十分でないた
め、実施機関の体制面、技術面、財務面にいくつかの課題がある。効率性については、講師の指導能力及び研究能力の向上並
びにコース運営システム強化に長期間を要したため、事業費及び事業期間が大幅に計画を上回った。

総合的に判断すると、本事業は一部課題があると評価される。

Ⅲ 教訓・提言

実施機関への提言：

1. これまで工学部では予算不足によりラオス IT 業界におけるニーズ調査を実施していない。しかし、ニーズ調査は、IT ブリ

ッジコースのカリキュラムがラオス社会にとって有益であり適切であるかを確認するために重要であり、努力がなされるべき

である。

2. 技術の進歩は早いため、工学部は外部専門家が作成した教材を使用し続けるのではなく、自分たちで指導マニュアルや教科

書を改訂（見直し）すべきである。

3. 教材や財務諸表などに関するいくつかの必要情報が工学部から提供されなかった。事務管理システムを改善し、情報はきち

んと管理されるべきである。

JICA への教訓：

本事業が支援したコースの卒業生数及び卒業合格率は計画を上回り、上位目標が概ね達成されたと判断されたものの、本事
業は一部課題があるとの評価となった。これは、講師の指導能力と調査研究能力を向上させ、IT ブリッジコースの運営システ
ムを強化するために事業期間の延長が必要となり、事業費と事業期間が計画を大幅に上回ったためである。JICA は、大学で新
たなコースや機関を設置するのを支援する事業として適切な期間（5 年間とする、または二つのフェーズとするなど）を設定
すべきである。

一方で、教育事業において第三国専門家/研修を活用し、かつ日本人短期専門家派遣を日本の大学へ委託することにより、日
本人専門家のみの派遣や日本の身への研修員受入れよりも少ない投入で技術移転を進めることができる。もっともその際に
は、第三国専門家派遣元をどこにするかの検討は、過去の経験に基づいて十分に考慮される必要がある（例えば本事業の場合
は、日本/JICA との長期間にわたる協力の経緯に基づいた、日本の技術協力に対する理解があったことが重要であった）。

写真 1：JICA から提供されたデスクトップコンピュータ 写真 2：工学部コンピュータエンジニアリング・IT 学科内の図書室

添付資料

プロジェクト目標及び上位目標の達成度

目標 指標 実績

プロジェクト目標

工学部が IT 分野の

学士課程コースを運

営できるようにな

る。

指標 1: ラオス国立大学の工学部だけで IT ブリッジコースを運営できる。

（補完情報）講師の指導能力を継

続的に改善するために既存及び新

任講師を訓練する仕組みが活用さ

れている。

（事業完了時）達成。毎年新学期が始まる前に、特に新任講師や新教科に対し

て訓練セッションが行われた。実施訓練（OJT）や他の講師の指導方法を共有す

るための講師ミーティングなどのスキームも活用された。

（事後評価時）継続。訓練は毎年 2～3 週間にわたり、工学部の約 10 名の講師



に対し、日本、シンガポール、フィリピンの外部専門家によって実施されてい

る。訓練資金はドナーから提供されている。OJT や指導補助（TA）などのスキ

ームも活用されている。

（補完情報）三つの簡単な調査研

究が行われ、いくつかの研究グル

ープが設置され、研究促進のため

の活動が定期的に開催される。

（事業完了時）達成。四つの調査研究活動が立ち上げられ、同活動から六つの

論文が 2007 年の第 1 回 JICT にて発表された。協力期間中にロボットコンテス

トが継続的に開催された。

（事後評価時）一部継続。2008 年から 2011 年まで人員・機材・資金の不足によ

り調査研究が全く行われなかったが、2012 年以降は毎年一つまたは二つの調査

研究が行われている。事業完了後、ロボットコンテストも毎年開催されている。

（補完情報）財務管理、人事管理、

学生の受け入れ、情報管理、大学

行事運営などを含むすべての運営

事務が自立的かつ十分に行われ

る。

（事業完了時）達成。すべての運営事務は IT 課の職員により自立的かつ十分に

行われた。工学部は 2008 年に IT 課を設立し、12 名の職員が在籍する同課が指

導・学習管理、調査研究活動、社会への IT サービスの提供、学生に対するトレ

ーニングやその他関連活動を管轄していた。

（事後評価時）一部継続。すべての運営事務は IT 課の職員により自立的かつ十

分に行われている。しかし、情報管理については、事業完了時の主担当者が海

外留学しており、またコンピュータの故障により詳細情報が紛失したなどの理

由により、あまり機能していない。

（補完情報）IT ブリッジコースの

すべての教科に必要な教材が作成

され、定期的に改訂（見直し）さ

れる。

（事業完了時）概ね達成。本事業で 10 種類の教科書と 20 種類の指導マニュア

ルが作成される計画であったが、実際には 10 種類の教科書と 18 種類の指導マ

ニュアルが作成された。

（事後評価時）一部継続。工学部は本事業で作成された教材に必要な情報をい

くつか追加しているが、これら教材は定期的に改訂（見直し）されていない。

指標 2: 少なくとも入学者の 80%が

毎年卒業でき、プロジェクト終了

時には約 50 名の IT 分野卒業生が

輩出されている（=延長期間終了時

までに 72 名）。

（事業完了時）達成。事業完了時までの IT ブリッジコース卒業者数は計 98 名

であり、卒業合格率は平均して約 90%であった。

入学年 卒業年 入学者数 卒業者数 卒業合格率

グループ A 2003 2005 31 26 83.9%

グループ B 2004 2006 38 36 94.7%

グループ C 2005 2008 40 36 90.0%

合計 109 98 89.9%

（事後評価時）継続。事業完了以降の IT ブリッジコース卒業者数は計 326 名で

あり、卒業合格率は平均して約 90%である。

入学年 卒業年 入学者数 卒業者数 卒業合格率

グループ D 2006 2009 39 39 100.0%

グループ E 2007 2010 38 36 94.7%

グループ F 2008 2011 39 37 94.9%

グループ G 2009 2012 51 36 70.6%

グループ H 2010 2013 71 63 88.7%

グループ I 2011 2014 73 73 100.0%

グループ J 2012 2015 56 42 75.0%

合計 367 326 88.8%

2012 年と 2015 年の卒業合格率が他の年より低い理由は不明。

指標 3: プロジェクトを通じて育成

された学士課程保有の講師が

NUOL に多く在籍して指導にあた

っている。

（事業完了時）達成。グループ A についての情報が得られなかったものの、IT
ブリッジコースを卒業したグループ B に属する NUOL 職員は全員同大学に在籍

して指導にあたった。

入学年
IT ブリッジコースを卒

業した NUOL 職員数

うち、NUOL に在籍して

いる職員数

グループ A 2003 N/A N/A

グループ B 2004 9 9

グループ C 2005 9 2

（事後評価時）一部継続。グループ B の 2 名は工学部を退職した（1 名は教育

スポーツ省に勤務しており、もう 1 名は起業している）。IT ブリッジコースには

同コースを卒業した者も含め、12 名の講師が在籍している。

指標 4: 受講生・卒業生の大多数が

コース内容を高く評価している。

（事業完了時）達成。2005 年にグループ B 及びグループ C の受講生に対して行

われた質問票調査では、回答者計 67 人のうち約 90%が「非常に効果的」もしく

は「効果的」と肯定的に評価した。2005 年に卒業生（元グループ A 受講生。た

だし調査対象者数は不明）に対して行われた質問票調査では、90%以上がコース

内容は仕事をするうえで効果的だったと回答した。

（事後評価時）継続。事後評価時に現在の受講生 15 人に対して行われた簡易質

問票調査では、回答者全員が IT ブリッジコースは知識・技術向上に大きく役立

ったことから肯定的に評価し、うち 93％（14 人）が「非常に効果的」と評価し

た。

上位目標

工学部が情報化人材

を有効に輩出し、政

府や工業部門の人材

ニーズを補完するこ

指標 1: 2010 年までにおよそ 300 人

（2004 年～2010 年の合計 7 グルー

プ）の IT 人材を輩出する（＝2015
年までに IT ブリッジコースから卒

業生 408 名及び IT 学士正規コース

（事後評価時）達成。正規コースの卒業生総数は 321 名。IT ブリッジコースの

卒業生総数は 424 名（プロジェクト目標指標 2 参照）。

[IT 学士正規コースの卒業者数]

入学年 卒業年 入学者数 卒業者数 卒業合格率



とができるようにな

る。

から卒業生 288 名）。 2006 2010 37 35 94.6%

2007 2011 35 27 77.1%

2008 2012 35 34 97.1%

2009 2013 84 78 92.9%

2010 2014 132 110 83.3%

2011 2015 45 37 82.2%

合計 368 321 87.2%

指標 2: 工学部 IT 学士号卒業生の

多くがラオス国内の就職先（民

間・政府）で修得した IT スキルを

活用している。

（事後評価時）概ね達成。事後評価時に IT ブリッジコースで学士号を取得した

卒業生 15 人に対して行われた簡易質問票調査によれば、全員が、ソフトウェア

やセキュリティシステムを開発するなど、ラオス国内の就職先で IT スキルを活

用している。

指標 3: ラオス国の工業セクターや

関連政府機関の多くが当カリキュ

ラムおよび輩出された人材スキル

を高く評価している。

（事後評価時）概ね達成。事後評価時に関連組織や政府機関（計 10 機関）に対

して行われた簡易質問票調査によれば、そのすべての機関が、卒業生の IT スキ

ルが大きく向上したため、コース内容や卒業生の IT スキルを高く評価している。

出所：JICA 内部資料、終了時評価報告書、工学部への質問票調査、受講生・卒業生・関連組織/政府機関への質問票調査

注：（1）プロジェクト目標指標 1（「2005 年末までにラオス国立大学の工学部だけで IT ブリッジコースを運営できる」）はプロジェクト

目標自体の言い換えである。このため、達成度合いを正しく検証するために本事業の報告書に基づき補完情報を用いた。（2）プロジェク

ト目標指標 2 及び上位目標指標 1 の目標値は、協力期間が延長されたため、本事業の報告書に記載された条件に従い見直した。プロジェ

クト目標指標 2：2008 年 3 月までの卒業者数目標値は、入学者 30 名/年（定員数）x 3 バッチ= 入学者 90 名 x 卒業合格率 80% =卒業者

72 名。上位目標指標 1：IT ブリッジコースのみの卒業者数目標値は、2005 年、2006 年、2008 年に入学者 30 名/年（定員数）及び 2009
年以降は入学者 60 名/年（定員数）= 2015 年までの入学者 510 名 x 卒業合格率 80%= 2015 年までの卒業者 408 名、正規コースのみの卒

業者数目標値は、2010 年以降の入学者 60 名/年 x 6 年間= 入学者 360 名 x 卒業合格率 80%= 卒業者 288 名。


